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寄　稿

大きな役割を果たしている。直売の方法とし
て、生産者の庭先（自販機・無人販売を含む）、
大型直売所等があり、経営規模や形態が様々
である。生産者にとって消費者へ直接販売す
ることは、農産物生産に対する意識の向上、
消費者ニーズを知る役割を果たしている。特
に、農協が運営する大型直売所は、規格外や
試作した少量青果物の販路としての役割も担
っている。直売所で販売する際、売れ残り商
品はすべて出品者が持ち帰ること、店頭ポッ
プ（商品広告）を自ら作成すること等のルール
を定めることで、生産者はより消費者目線に
立った販売方法を身につけることができる。
大型直売所では、青果物や畜産物のほか、

草木、加工品等、多量多品種のものを容易に
手に入れることができるという消費者の利点
だけではなく、近隣企業や大学とのコラボレ
ーション企画の一役も担っている。例えば、
栄養学科の学生主催の収穫体験や「旬」を知
る野菜の勉強会、栄養バランスを考えた「旬」
のレシピ紹介等の親子向けの食育イベントの
場や大学ブランドの加工品販売先の拠点とな
っており、生産者と地域住民をつなぐ重要な
場所となっている。

3　生産者を核とした地域住民との関わり
（1）　ジェラートがつなぐ地域住民の輪

都市近郊で畜産業を営む場合、悪臭、害虫、
騒音等が苦情の原因となりうる。特に、家畜
排せつ物処理を含む衛生管理は人体に影響を
及ぼすため、他地域よりも早く適正な対策が
講じられた。しかし、民家が密集している地

1　はじめに
日本の農業問題の議論は中山間地域を事例

としていることが多く、都市的地域ではあまり
着目されてこなかった。1968年の都市計画法
によって都市と農村とが二分化されることに
より、都市部では工業化、人口流動による非
農家との混住化、排気ガス等による環境悪化
といった様々な都市的環境問題を増大させた。
都市農地の土地利用区分は、農業振興法（農

振法）と都市計画法によって、農業的土地利用
区域と都市的土地利用区分となっており、都
市的土地利用区分は、市街化区域と市街化調
整区域にわけられる。都市計画に基づき、優
先的に都市化を進めていく市街化区域のなか
にも生産緑地地区が設定され、農地等の適正
な保全を図るよう努めている。しかし、非農
家との混住化が進む都市部では、農地からの
砂埃、悪臭、騒音等による苦情が発生しやす
く、農地は迷惑施設（NIMBY）の１つとして考
えられることもある。2015年４月には、農産
物供給機能の向上、地産地消の促進、食育の
充実等を基本施策とした「都市農業振興基本
法」が制定・施行され、都市農業の安定的な
継続、良好な都市環境の形成が重要視される
ようになった。都市農業は、非農家を含む地
域住民の農業への理解、農業体験や食育とい
った子どもたちへの啓蒙活動、農家と非農家
のつながりを強化することが継続の鍵となっ
てくる。

2　大型直売所を核とした地域住民との関わり
生産者と消費者の仲介役として、直売所は
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意識を持ち、情報発信をしていくことも求め
られる。
市場出荷ではなく、個販による直接販売を

主軸にしている場合、規格にとらわれず、自
分の栽培したい作物を少量多品種生産ができ
る利点はあるが、近隣住民、特に子どもから
おいしい青果物を作っている場所と知っても
らうこと、色の異なるレタスを作付けして、
畑に文字や模様を描いて食べるだけではなく、
景観保全をすることでも地域住民の理解醸成
へとつながる。遊び心を活かし、生産者が楽
しみながら農産物を生産し、近隣住民から親
しまれる農業を行うことが地産地消につなが
り、ひいては農家の収益性も向上しうる。

4　おわりに
消費者は農産物の栽培方法や流通形態を学

ぶ機会が少ないため、農と食が乖離しやすい
実態がある。また、農業は「キツい・汚い・
危険（3K）産業」という悪いイメージに加え、
「儲からない」という負の面だけが着目され、
不透明な産業という認識が生じると健全な農
地であっても迷惑施設になりうる。
都市農業を継続するうえで最も重要なこと

は、生産者と地域住民がコミュニケーション
を図る場を設けることである。都市農業は、
生産地と消費地が非常に近いため、生産者が
消費者に歩み寄ることにより農業の実態をよ
り深く理解してもらうことができる。特に、
地域住民にどのような作物をどのような方法
で作っているのかということを理解してもら
うこと、顔の見える・話せる関係を作り出す
ことで、より信頼感が生まれ、ひいては地域
コミュニティの形成にもつながる。

（こんの　えな）

域に畜舎等が立地し、経営実態が分からない
場合、苦情の標的とされ、風評被害を受けや
すくなる。
都市部で牛が見られるということは、子ど

もたちにとって非日常であり、生き物に対す
る情操教育、さらにおいしいジェラートが食
べられるとなると食育につながり、畜産業の
理解醸成にもなりうる。また、６次産業化に
おいて、リピーター顧客の獲得は新規顧客の
開拓以上に重要である。季節のジェラートを
製造したり、種類を増やしたりするために、
近隣の園芸農家との連携も重要となる。若
手・子育て世代、新規就農者等が中心となっ
て地域の食材を活用した６次産業は、同世代
のニーズを把握しやすいだけではなく、地域
コミュニティの中核にもなりうる。
集客施設を畜舎に隣接する場所に設置する

ことで、生産者は畜舎を清潔に保つ努力をす
る。また、農場HACCPという家畜の飼養衛
生管理の認証を受けることにより、生産者の
努力を公に認められるようにもなる。畜舎等
を見せるだけではなく、実際に乳搾り体験や
実習等を受け入れることにより、地域住民と
のつながりをより強化することができる。
（2）　 地域住民とのコミュニケーションを重視した

地産地消

ファーマーズマーケットや庭先販売は、生
産者が消費者と直接相対で取引するため、話
術も重要となる。青果物を販売するうえで、
コミュニケーションは大切であり、野菜等の
特性、栽培・調理方法等、顧客の質問に対し
て丁寧に応対できるか否かでも収益に影響す
る可能性がある。そのため、プロとしての意
識を常に持ち、栽培技術向上、販売・調理方
法等の勉強をする必要がある。農産物を作る
者という意識だけではなく、経営者としての
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